
令和元年度～令和５年度観測研究計画

（1）実施機関名：

東京大学地震火山史料連携研究機構

（2）研究課題（または観測項目）名：

地震火山関連史資料に基づく低頻度大規模地震火山災害の調査

（3）関連の深い建議の項目：

1 地震・火山現象の解明のための研究
(2) 低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明

地震
火山

（4）その他関連する建議の項目：

1 地震・火山現象の解明のための研究
(1) 地震・火山現象に関する史料・考古データ、地質データ等の収集と解析

ア. 史料の収集とデータベース化
イ. 考古データの収集・集成と分析

2 地震・火山噴火の予測のための研究
(1) 地震発生の新たな長期予測

ア. 海溝型巨大地震の長期予測
イ. 内陸地震の長期予測

4 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究
(1) 地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明

5 計画を推進するための体制の整備
(2) 総合的研究

ア. 南海トラフ沿いの巨大地震
(3) 研究基盤の開発・整備

エ. 地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開
(4) 関連研究分野との連携強化

（5）総合的研究との関連：

南海トラフ沿いの巨大地震

（6）平成30年度までの関連する研究成果（または観測実績）の概要：

　江戸時代末期に関東地方南部で発生した被害地震である1855年安政江戸地震について、史料記述に
ある被害発生場所の特定を試みた。その結果、地震では軽微な被害であった市街地が、地震後の類焼
によって焼失に至った実態が明らかになった。同じく安政江戸地震について、史料記述にある江戸や
その周辺地域での被害の記録ではなく、遠地で記された有感地震の記録に基づき、地理情報システム
を用いて推定震度分布図を作成した。被害範囲ではなく有感範囲に着目することで、安政江戸地震の
規模や震源の深さを検討する際に、従来の研究にはない新たなデータを提供できた。
　また、近世の京都盆地に被害を及ぼした1596年文禄伏見地震・1662年寛文近江・若狭地震・1830
年文政京都地震について、信頼性の高い史料記述のみを使用し、歴史学や建築学などの研究成果を援
用して、被害地震ごとに推定震度分布図の試作版を作成した。これらの推定震度分布図は地理情報シ
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ステムを用いて作成しており、他のデータベースや地理情報システムとの統合を指向したものになっ
ている。
　さらに、特定地域の歴史地震に関する詳細な被害状況の分析を目的として、地震関連史料データベー
スと考古資料データベースとを組み合わせ、双方のデータを統合したデータベース及び地理情報シス
テムの試作版を作成した。

（7）本課題の５か年の到達目標：

　本研究課題の目的は、史料データ・考古データなどを用いて、過去に発生した地震・津波や火山噴
火の実態を分析し、近代以降の機器観測による観測データとの比較・検討を通じて、低頻度ではある
が大規模な地震・火山現象とそれによる災害の実態を解明することである。
　平成26年度から実施されている「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」においては、
近代的な観測記録が存在しない地震や火山噴火について、地震学や火山学といった理学系の分野だけ
でなく、歴史学や考古学といった人文学系の分野の研究者も組織的に参加して、連携した研究が実施
されている。このような連携研究を主体的に実施しているのが本研究課題であり、史料や考古資料を
主軸に据えた研究を基盤として、地震学・火山学や関連諸分野との連携強化を指向した、取りまとめ
課題としての役割も有している。
　本研究課題では、別の研究課題においてデータ化が進行中の史料データに基づいて、近代以前に発
生した地震・津波や火山噴火の現象とその災害の様相を明らかにしていく。史料のデータ化及び史料
記述の分析に際しては、東京大学史料編纂所と連携して実施していき、既刊地震史料集に所収されて
いる歴史学的に信頼できる史料に加え、新たに調査・収集された史料も活用して、低頻度で大規模な
地震・火山現象とそれによる災害の実態を検討する。また、別の研究課題においてデータベース化が
進行中の考古データなどを援用して、それらの実態解明を深化させていく。この際に重要になってく
るのが史料データと考古データとの統合である。
　史料データは被害発生の時期は明確であるが場所は必ずしも明確ではなく、考古データは被害発生
の時期に幅があるものの場所は明確である。「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」
におけるこれまでの研究では、このような特徴を持った双方のデータについて、被害発生の時期と場
所とを結合して連続したデータを作成し、時代・時間情報と位置情報の両方から検索可能なデータベー
スの構築に向けて、史料・考古の統合データベースの試作版を作成してきた。そこで本研究課題にお
いても、既刊地震史料集を中心とした文献史料に基づく史料データベースと、考古資料に基づく災害
痕跡データベースとの統合データベースのシステム構築を目指していく。具体的には、史料記述にあ
る被害発生場所を位置情報（緯度・経度）に変換し、史料データと考古データとの統合分析が可能な
データベース及び地理情報システムを構築する。これによって、位置情報という共通の要素を導入部
として、双方のデータベースに収められた様々なデータを統合的に利活用できるようにする。
　以上のように、本研究課題では今後の５か年の間に、上記の史料・考古データの統合データベース
を構築・改良しつつ、機器観測以前の長期間にわたる地震火山活動の検討に資するための基礎データ
を作成していき、近代以前の日本列島における低頻度で大規模な地震・津波や火山現象とそれらによ
る災害の実態を明らかにしていく。

（8）本課題の５か年計画の概要：

［平成31・32年度］
　別の研究課題において作成された史料データや考古データなどを用いて、近代以前に発生した地震・
津波や火山噴火の現象とその災害について、統合的に分析可能なデータベース及び地理情報システム
を構築する。また、史料データ・考古データなどから、近代以前の日本列島における地震・津波や火
山噴火の現象とその災害の実態を解明する。
［平成33・34年度］
　別の研究課題で作成された史料データや考古データなどを用いて、統合データベース及び地理情報
システムの構築と改良を継続して実施する。また、これらのデータに基づいて、近代以前の日本列島
で発生した地震・津波や火山噴火の現象とその災害の実態を解明し、特に、南海トラフ沿いで発生し
た巨大地震・津波や西南日本の内陸部で発生した大地震を対象とする。
［平成35年度］
　別の研究課題で作成された史料・考古データなどを活用して、統合データベース及び地理情報シス



テムの構築と改良を実施し、公開に向けた整備を行う。また、これらのデータから、近代以前の日本
列島で発生した地震・津波や火山噴火の現象とその災害の実態を解明する。

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：

東京大学地震火山史料連携研究機構
　大邑潤三・佐竹健治
他機関との共同研究の有無：有
東京大学史料編纂所
　杉森玲子・及川　亘・荒木裕行・林　晃弘・山田太造
東京大学地震研究所
　鶴岡　弘・加納靖之

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先

部署名等：
電話：
e-mail：
URL：

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者

氏名：大邑潤三
所属：東京大学地震火山史料連携研究機構


